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I 問題の所在
今日の我が国では生涯学習政策が浸透し、人々は個々の目的に応じ各種教育機関において学
習を進めている。そのような人々の学習意欲に呼応するかのように、市町村の教育委員会、公
民館、生涯学習センタ一、民間のカルチャーセンタ一、 大学など各種の教育機関では、多彩な
学習内容を展開しているが、その内容は、趣味や教養を高めるものが多く、職業的な向上を主
な目的とするリカ レント学習に該当するものはきわめて少ない。
その理由として、職業能力に係る施策は労働省管轄であり社会教育と相容れなかった歴史的
経緯が考えられる。わが国の、地域における社会教育と して一般に職業教育が希薄だった要因
について、国民形成を標携したために道徳教育の側面が強調され普遍性を持ち得ず、職業教育や
訓練が現在の生涯学習体系の中に統合されてこなかったとの見解は、たとえば上杉、碓井、佐藤、
赤尾等複数の研究者の著作に見られる10 また、1948年に当時の労働省と文部省との間で、職業
教育に関することは社会教育では行わないという協定が結ばれ、それが現在にも影響を及ぼし
ているとの見方もあるら上杉は、成人教育と大学の関連について、教育機関が中心になり成人
教育を展開する場合には、大学の機能の大きさによって性格付けられ、それは、アメリカにお
いて州立大学が産業復興を目的に成人教育を実施したことなどに特徴があるとしている30
労働環境の厳しい現下、成人がリ カレント学習を希望する要因には直接的に職業生活に優位
性をもっ目的が含まれることも考慮しなければならない。その場合、教育機会の視点からは、
高等教育機関の有無などにより都市部と郡部ではある程度の差異は避けられず、郡部在住者に
は若干の不利益がもたらされているのではないだろうか。それでは郡部の成人の学習意欲に呼
応するために何が求められるのであろうか。
そのような視座から本稿では、N町の成人を対象にアンケー トによ り意識調査を実施したo
N町では、無論生涯学習関連の施策が実施されているが、リカレント学習に関する内容への本
格的な着手はまだである。したがって、この度の調査結果を基に、成人のリ カレント学習に対
する意欲を探り、郡部におけるリ カレント教育および継続教育の可能性と課題について考察し
てみたい。
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I N町について
1. N町の特徴
N町は、酪農業を伝統的な産業とする道東の町である。人口は、平成13年3月末現在23,272
人であり、支庁所在地の市よりわずかl万人程少ないだけの管内では2番目の規模を有する。
人口を年齢別に見ると20～40歳に占める割合が35.1%であり、この数値は管内の他市町よりも
大きく、最小3.4から最大4.9ポイン トの差となっている。
同管内の他市町と比較してN町の特徴は、全産業に占める建設業、卸売小売業 ・飲食店の割
合が、事業所数、従業者数共に高いという点である。さらに特異なことは、人口の減少がなく
微増ながらも増え続けている点である。最近の動向を見ても平成12年3月末現在23,013人が、
13年3月末現在では1.1%増の23,272人になり、 14年 （本年） 3月末現在では、 23,553人に増
えている。この間に同管内のすべての市町の人口は減少した。
このように、N町で人口が増加し続けている理由と して、 N町在住の、職業と教育に関わる
専門家へのヒアリング等の結果から次のような点があげられる。
① N町では、商業、サーピス業、特に飲食業が盛んであることから、一度町を出た人間が
帰ってきても比較的仕事を得やすい。若者についても同様である。
② 町の中心部に3件の大型小売店舗があることから、近隣の町村’からの集客にも期待で
き、N町に在住を希望する人も多い。
② N町は、町の中心部から短距離の空港を有することで、東京 ・札幌と短時間で往来がで
きる航空機の利用によ り、道東地域の観光や流通の拠点となり得る。
このよう な商業施設の充実や航空機による大都市との短時間移動が可能であるという要素
は、過疎地の多い道東地方にあっては、生活に不自由さを感じさせない住み易さにつながって
いるとの指摘である。また、若い世代の人口が多いということがこの町の活力源に何らかの影
響を与えていることも考えられる。
2. N町の雇用状況
N町における雇用に関する専門家へのヒアリングと、この支庁のハローワークから出されて
いる「業務概況」から、 N町を含む近隣3日Iが該当するN町分室の雇用状況について次に概観
する。
平成12年度の一般職業紹介では、11年度と比較して月間有効求人数が2.9%増加したものの
月間有効求職者数は、それを上回る3.4%増加したために効果は薄く 、就職件数は3.6%減少し
た。産業別新規求人数は、 12年度末には前年比で農林漁業71.2%、鉱業20.0%、卸 ・小売業飲
食店2.3%、サービス業12.2%の増加が見られるが、 建設業0.3%、製造業33.5%、運輸 ・通信
業20.3%、金融・保険不動産業80.4%、公務50.0%と落ち込みが著しい。このよ うな数値から
は、この地もまた平成不況の影響を強く受けていることを窺い知ることができ、これは、平成
10年度7,068入、 11年度7,309入、12年度7,321人と上昇を続ける雇用保険適用状況にも反映さ
れている。
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教育訓練給付制度の利用については、12年度で通学13名、通信16名、合計29名が受給した。
支庁全体で適用された57名の約半数をN町分室が占めており、これは、 一側面からは、 学習に
対する意欲の表れであるとも言えよう。
3. N町における生涯学習の実施状況
N町では将来的な施策のーっとして、生涯学習推進体制の整備、家庭教育、 社会教育、学校
教育、スポー ツ、 芸術 ・文化の面から生涯学習の推進を掲げてきた。その理念が町民に敷桁さ
れた陰には、教育委員会生涯学習課が4年前から発行している「生涯学習だより」の力も大き
いと言えよう。その誌面では、町民の生涯学習に関する活動の軌跡、スポーツ、図書館、総合
文化会館の情報等が紹介され、町民のオピニオン・リ ーダーとしての役割を為してきたと思わ
れる。実際にN町では、スポーツや芸術 ・文化活動が盛んであり、町のスポーツ振興財団への
加盟は、文化区分で旬、会員数2,880名、スポーツ区分で23、会員数2,973名と、人口の割合か
らみれば相当数にのぼる（2001年度）。町が主催する講演会等は、首都圏から講演者を招聴す
る場合もあるが、これまでは、比較的近距離である2市の国公立大学の教員を招き、 子育て支
援事業等について実施してきた。また、生涯学習の一環として、休日にスクールパスを利用し
子供たちに文化施設を巡る体験をさせることなども実施している。
N町では従来の生涯学習にかかる事業に加え、 平成13年度前半には生涯学習の将来的な展望
の具体的施策のーっとして「リカレン ト教育推進のための学習プログラムの開発Jを掲げた。
しかし、状況からは継続事業としてリカレント教育の実施は困難であると捉えているように見
受けられ、今後の計画にどのような形で導入されてくるのか興味深い。
m N町における調査
以上のようなN町の状況に関心を抱き、 N町に在住する成人のリカレン ト学習に対する意識
調査を実施した。調査は、無作為抽出した500名を対象に郵送方式で実施したが、回収数は93
通と芳しくはなかった。この数値は、リカレント学習に対するなじみの薄さと関心度の低さを
示しているように思われる。しかし、回答者については、この題材を真剣に捉えたことが自由
記載等から窺われ、成人の職業的な学習の重要性をあらためて認識した。
筆者は、平成12年12月から13年1月にかけて道内の都市部を中心にリカレント学習に関する
類似の調査を しており、いくつかの点についてはこの度の調査と比較可能である九 地域によ
る継続教育の可能性や問題の解消方法を追求することも、公的役割を有する高等教育機関や自
治体の今後の課題であろうと考えている。
1.調査の概要
1 ）調査目的 N町在住の成人のリカレント学習に対する要望から、郡部におけるリカ
レント教育、継続教育の課題を考察する。
2）調査対象 N町在住の成人 500名
3）調査期間 平成14年2～3月
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4）調査方法 無作為抽出、質問票郵送
5）回収方法 郵送、回収93部（男性56名、女性36名、不明 1）、回収率18.6%
6）属 性 下表のとおり
↑生 日lj 男性 60. 2% (56名） 女性 38. 7% (36名） 未記入 1.1% (1名）
20代 4.3% ( 4名） 3〔it 15.1 % (14名） 40代 22. 6% (21名）
年 代 50代 28.0% (26名） 6Cit 18.3% (17名） 7Cit 9. 7% ( 9名）
SC代 1.1% (1名） 未記入 1.1% (1名）
専門的・技術的職業従事者 26.9% 管理的職業従事者 15.1 % 
事務従事者 16.1% 販売従事者 4.3% 
職 業
保安職業従事者 1.1 % サーピス職業従事者 2.2% 
農林漁業作業者 6.5% 運輸・通信従事者 2.2% 
技能工、採掘 －製造 ・建設作業者及び労務作業者 4.3% 
専業主婦 6.5% 無職 9.7% その他 4.3% 未記入 1.1 % 
正規雇用 46.2% 契約 －臨時－嘱託社員 3.2% ノTー トタイム 5.4% 
雇用形態 派遣社員 1.1 % アルバイ ト 2.2% 自営 20.4% 自由業 0.0% 
家業手伝い 1.1 % その他 2.2% 未記入 2.2% 
2.調査結果と考察
(1) N町における生涯学習の普及度合い
N町では、生涯学習課が1997年から 「生涯学習だよ り」を月に l回発行して、町民の生涯学
習を推進する施策をと 表1
ってきた。また、住民 N町において、4年前から 「生涯学習だよ
調査研究委員会を発足 りJを発行するなど、生涯学習を推進する各
種政策がと られていたことを知っていま した
させ、住民アンケー ト か。 N=93 
により生涯学習の課題 央日っていた
や施設に対する要望を 知らなかった
全 体 男性 女性
79名（84.9%) 48名 30名
12名（12.9%) 6名 6名
聞き政策に反映させた。町のそのような生涯学習推進の施策について町民の84.9%が認識 して
いたが（表 1）、 これは生涯学習推進の政策的含意が効果をなした結果であろう 。
(2) 生涯学習という言葉の印象について
生涯学習という言葉についての印象は、回答者の69.9%が「生涯学習は上から与えられる もの
ではなく、自主的に学 表2
習するものである。」と
答えている（表 2）。
これは、生涯学習の目
的が自ら学習すること
であるとして、生涯教
育から生涯学習へと名
称を転換した理念が一
般に普及したことを示
生涯学習という 百葉についてどのような印
象を持っていますか。
（複数回答3つまで） N 93 
生涯学習は上から与えられるものではなく、
自主的に学習するものである
生涯学習は教養や趣味を深める内容が主であ
る
生涯学習は、仕事を持っていても卜分参加す
ることができる
生涯学習のプログラムは、生活を豊かにする
内容が多い
生涯学習のプログフムは、直接的に職業能力
を高める内容が多い
ノ3'-ニ 体 男 性 女 性
65名（69.9%) 40名 24名
52名（44.1%) 31名 21名
42名（45.2%) 25名 16名
31名（33.3%) 15名 16名
6名（6.5%) l名 5名
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していると言えよう。次いで、、「生涯学習は教養や趣味を深める内容が主である」 55.9%、「生
涯学習は、仕事を持っていても十分参加することができる」 45.2%、「生涯学習のプログラム
は、生活を豊かにする内容が多い」33.3%であった。これらに対して 「生涯学習のプログラム
は、直接的に職業能力を高める内容が多いJは回答者数6名、比率6.5%と少数であった。こ
の回答の内訳を見ると、男性l名、女性5名である。これは年齢別では、30代、 40代が各1
名、 60代が4名である。他の選択肢の回答が30%以仁の中で、この選択肢のみがわずか6.5%
ときわめて低い値になったのは、生涯学習のイメージとして職業的な内容が薄いことを如実に
表した結果と捉えられる。これは、わが国の生涯学習行政の推進過程で、 はからずも職業的な
内容に対して消極的であったことが要因の一つではないだろうか。
(3) リカレント学習の体験について
社会人になってからのリカ レント学習の体験についての聞には （表3）、最多の回答が「リ
カレント学習の必要性を感じているが、まだ体験しておらず計画もない」で50.5%と他よ り圧
倒的に多く、この回答だけが過半数を超えた。続いて、「体験したことがある」25.8%、「現在、
リカレント学習の途中であるJ8.6%、「リカレント学習の必要性を感じており、近い将来に構
想がある」4.3%であった。これらの回答からは、 リカ レント学習の必要性を感じている成人
の存在を窺い知る。しかし、「現在までリカレント学習の必要性を感じたことはない」という成
人も僅少ではあるが6.5%であった。
圧倒的多数を占めた
「リカ レント学習の必
要性を感じているが、
まだイ本験していない」
について、職業別に見
てみると、最も回答の
多かったのは47名中13
名が専門的 ・技術的職
表3
社会人になってから、リカレント学習に該
当する体験はありますか。 N=93 
体験したことがある
現在、 リカレント学習の途中である
リカレント学習の必要性を感じており、近い
将来に構想、がある
リカレント学習の必要性を感じているが、ま
だ体験していない
現在までリカレント学習の必要性を感じたこ
とはない
全 体 男性 女性
24名（25.8%) 14名 10名
8名（8.6%) 3名 4名
4名（ 4.3%) 3名 1名
47名（50.5%) 30名 17名
6名（6.5%) 4名 2名
業従事者であり、次いで管理的職業従事者8名であった。このいずれもの職業従事者は、現代
社会では地位も学習歴も高い場合が多いが、ここに、学習歴のある者ほど更なる学習を求める
巴ducationby educationの論理が成り立っていると言えよう。
この間でリカレント学習を体験済みの成人とリカレント学習の必要を感じている人に詳細に
わたって次の点について尋ねてみた。学習の主催者については、 14名がN町を選択し、NlJ以
外の公的機関を選択した6名、民間 1名を大きく上回った。学習の場所については、N町21
名、 N町以外16名であり、その場合の市町は、札幌市6名、釘｜路市4名、根室市l名、近隣の
町2名、他の都府県2名の記載である。学習の形態では、通学8名、集中19名、通信教育5
名、放送大学O、その他3名が選択した。学習の目的については、職業的な向上に20名、教養
の向上に13名、その他に2名が回答している。受講回数l～5回が17名で、学習期間について
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は、 3ヶ月以内6名、 6ヶ月間、1年間、 2年間はいずれも 2名、 3年以上に7名の回答であ
った。かけた費用については、 記載された数値を大きく括れば、 5万円未満11名、 5万円以上
10万円未満9名、 20万円以上I名となっている。 これらの他に、 例えば札幌市で開催される学
習の場に幾度となく出席しているため、 旅費交通費等を含めると算定しかねるなど、質問票に
算定基準が明確に示されていなかったことで、回答が不可能であった例もある。
これらの結果から、 N町の町民が学習しやすい環境と しては、 N町Aで学習する機会があるこ
とが重要と看取された。学習機会と しては、 N町よ りも近隣の市の方が学習内容の種類も多い
と思われるが、仕事をしながら通学するのは困難なことに違いなく、そのためか、集中あるい
は通信教育を求める成人が多く なるのは理解でき ょう。放送大学の選択が皆無であったのは、
放送大学の利用者は全国的には増加の一途を辿っているものの、 地域別には、郡部の町村にま
で浸透していないことが考えられる。地域住民のリカレント学習に対する要望に呼応するため
には、各要件に対する具体的なニーズを探り検討することが必要で、あろう。
(4）現在の職業能力に対する自己評価について
自分の職業能力について、 学生時代や若い時代に習得した知識や技能が、移り変わりの激し
い現代社会の職場あるいは職業上通用すると考えるか否かを問う た回答が表4のとおりであ
る。 「通用する」「ある程度通用する」の肯定派は、全体で65名69.9%、男性では42名中の75.0
%、女性22名中61.1 % 表4
が選択している。その あなたは、学生や仕事を持っていた若い時代習得した知識や技能が、現代社会
一方の否定派は、 全体
で14名15.1%と比較的
少ない数値であった。
平成12年度に都市部を
中心に実施した調査の
同様の設問では、 「通
用する」1.6%、「ある
程度通用するJ49. 0% 
でこのこつを合わせて
60.6%であり、一方の
「あまり通用しない」
14.2%、「通用しない」
1.3%でこの二つの合
計は15.5%になった。
個別の数値は差異が見
られるが、肯定と否定
に分けてみると、都市
の職場で （あるいは現在の職業上）通用すると考えますか。 N=93 
全 体 男 性 女性
都市部での
調査結果
通用する 27名（29.0%) 19名 8名 11. 6% 
ある程度通用する 38名（40.9%) 23名 14名 49.6% 
どちらともいえない 12名（12.9%) 7名 5名 22.6% 
あまり通用しない 11名（11.8%) 5名 6名 14.2% 
通用しない 3名（3.2%) l名 2名 1.3% 
表5
あなたは、現在の職業の継続や今後の転職 ・再
就職を惣定した場合、学習の必要性について、ど ノc1"ニ f本 男性 女性
のように考えますか。 N=93 
既に持っている知識 ・技能に対する補足のため 37名
23名 14名に、教育や職業訓練を受けることが必要である (39.8%) 
角いレベルの教育や職業訓練を受ける必要性を強 23名
13名 10名く感じている (24. 7%) 
現在の仕事に支障はないが、転職の時には学習が 14名
10名 4名必要になる (15. l %) 
仕事を離れてしばらく時聞が経っているので、あ 12名
6名 6名らためて学習をする必要がある (12. 9%) 
現在の知識や技能が十分なため、 あらためて教育 4名 3名 0名や職業訓練を受ける必要性を感じていない ( 4.3%) 
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部、郡部共に類似の傾向が見られる。都市部における調査とこの度のN町における調査では、
回答数も異なるため安易に決定付けることはできないが、これらの結果からは、現代社会の進
展に対する自らの知識や技能について、多くの成人はそれほど逼迫した認識を持っていないこ
とが窺われる。
とはいえ、職業の継続や今後の転職や再就職を想定した場合の学習の必要性については、次
のような回答であった（表5)0 「既に持っている知識・技能に対する補足のために、教育や職業
訓練を受けることが必要である。」は、全体で39.8%、このうち男性は23名（男性全体の41.0%）、
女性は14名（女性全体の39.9%）と、男女いずれも約4割の人々がこれを選択した。続いて、
「高いレベルの教育や職業訓練を受ける必要性を強く感じている」と答えた人が24.7%、「現在
は支障がなく とも転職時に必要になる」には15.1%、仕事を離れてからの時間の経過によ りあ
らためて学習の必要を考えている人も12.9%であった。学習の必要を感じていない人は4.3%
にすぎなかった。これらの結果からは、 現在の自分自身の知識にほぼ満足してはいるが、さら
に職業的能力の向上に対する意欲を持っている人々が、総じてリ カレン ト学習に対する要望を
持っていることが理解された。
(5) 職業的に役立つ学習としての種類と期間の希望
N町の町民が、職業的に役に立つ学習として捉えている学習内容と、その学習のために必要
と考える期間を尋ねた結果が表6である。
この一覧表に現れた結果について最も特徴的な点は、回答者数の約9割が3ヶ月以内という
学習期間を望んで、いることである。学習の内容では、パソコンを選択した人が合計50名おり、
表6
職業的に役立つ学習をする場合は、 具体的にどのような種類の学習をしたいですか。一卜表の左端の番号を
0で囲み、希望する期間にO印をつけてください。（複数回答） 単位 ：人 n =93 
選 学習にかけてもよ い と思う 期間 計
択肢 職 業に 関 わる学習内容 3ヶ月 6 ケ 1年間 2年間 3 年
間以内 月 問 以上
国家資格 免許の取得
1 例 ：調理師、栄養士、運転手、保母、ヘルパ一、 10 7 18 1 1 37 
作業療法士、行政書士、土地家屋調査士等
2 パソコンに関する実務知識 ・技能 30 9 10 。 50 
3 簿記、会計、保険、文書作成等の実務知識 ・技能 11 2 3 1 18 
4 商法、民法、労働関連法等の法律知識 5 4 5 3 1 18 
5 健康 ・スポーツに関する学習 9 。 2 。 4 15 
6 音楽、美術、デザイン等の芸術関連 5 2 3 。 3 13 
7 英語、ロシア語、 中国語等の語学 3 2 6 5 3 19 
8 郷土の歴史や口承文芸・民話等文学に関する学習 2 。 。 2 1 「;) 
9 国語 ・数学社会等の基礎的学習 1 1 1 。 。 3 
10 
現在の職業継続のための学習
8 1 1 。 3 13 
ご職業（
84 28 49 13 17 191 
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次いで、国家資格 ・免許の資格が37名であった。前者は、現代社会では最低限の技能と してほ
とんどの職種で必須要件となっているため、期間を問わずに希望者がいるのであろう。実際
に、パソコンの知識・技能を選んだ、理由として、時代の要請上必須で、あると捉えている記述が
多かった。後者については、職業能力として戦力となり得る国家資格 ・免許取得のためには、
ある程度の期聞が求められることからか、1年間を選択した人が18名おり、期間別比較をすれ
ば最多になっている。この両者以外はさほど大きな差異ではないが、その中では、現在の職業
能力向上のための継続学習に13名が希望したことを考慮する必要があるが、 これについては後
に言及する。
これら職業的な学習に対する内容や期間への希望について、自由記載欄からいくつか紹介し
たい。（原文のまま）
・現在、社会教育の指導としてスポーツ少年団の指導を行っている。10年前に認定指導員を
取得しているが、少年スポーツ指導員の資格を取りたいと思っている。 その他、 危険物、
消防設備士等の資格を自費によ り取得している。（ 1、5選択、 40代男性）
－幸いに町でいろいろ計画して下さっているクラブ活動に参加しボケ予防をしています。
( 6選択、 80代女性、管理的職業従事）
・年齢のため現在退職を考えています。数年前よ り、家でできる仕事の資格を取得しよ うと
思っており ますが、 老母の世話等で、毎日が精神的に多忙のため、勉強ができないことが残
念です。（4選択、 60代女性、専門職）
・衣料品店に十数年間勤め、仕入れ ・販売等自分なりに勉強してきま したが、リストラに遭
って、今は全く畑違いの仕事に就いていますので、リカレント学習をできるようになりた
いと思いました。（ 1選択、50代女性、管理的職業従事）
－常に変化している社会の中で、多方面から生徒を援助するためには、現状の知識や技能に
甘んじていられないと痛感している。 （2、10選択、40代女性、 教員）
・建設業においては、非情な生き残り競争時代に入っていると思います。会社においては、
人員の省力化に伴い一人で、経理から現場までできる人が望まれるため、それを可能にする
ような学習機関があればよいと思います。（1、2、3選択、50代男性、管理的職業従事）
・本や新聞を読んでいでわからない言葉 ・意味、また歴史的なことなどに興味が湧く。授業
のように一つの作品や出来事をゆっくり学んでみたい。今の自分の知識や応用がついてい
けないと思うので、講義形式で学んでみたい。（9、10選択、 50代女性、専門的職業従事）
・今後の酪農経営を発展させるためには必要と思う。（3、4選択、 40代男性、酪農経営）
．今学んで、いることを通して少人数でもかまわないが教室を開けたらいいと思っている。
( 1、5、7選択、 30代女性、 専業主婦）
－現在の仕事についてl年少しになりますので、職業関連の学習と資格の通信教育を続けて
おります。これからますます資格と知識が当地区の役に立てればと思い取り組んで、おりま
す。（3、10選択、 50代男性、 自営）
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(6) 学習内容の情報の得方
生涯学習の実施内容について情報を得ているかどうかを尋ねた。「得ている」6名6.2%、「あ
る程度得ている」33名35.5%となり、この合計は41.7%、それに対して 「あまり得ていない」
21名22.6%、「得ていない」 16名17.2%で、この合計は39.9%である。必要な情報を得ることに
ついて、あま り困難がない人とそうではない人がほぼ二分した。「どちらでもないjは3名3.2%
であったことを考えると、自己の状況について、明確に認識していることが窺える。
情報を得る方法については表7のとおりである。インターネッ トの活用に注目したが、昨年
の都市部での調査結果と比較をしてみると、都市部では回答者の41.3%に対し、 N町では、
14.0%と聞きがあった。これは、 一般家庭へのコンビュータの普及が進み、イ ンターネットの
利用率も高まっている現在であっても、どの年代層にもイ ンターネットが浸透しているわけで
はないことを意味しており、もっと身近なテレビ・ 新聞 ・雑誌等のメディアからの方が多くの
情報を得やすいということになるのであろう。それは、都市部では突出した数字となって表れ
たが、N町では自治体の広報誌とほぼ二分した。自治体発行の広報誌の選択については、 N町
では過半数が選択していることに着目した。都市部での調査時には、 「自治体の発行する広報
誌」を選択したのが27.7%であったことと比較すると、このことが一つの特徴的な点であると
言えよう。N町に限らず郡部の町は、地方行政単位の地縁集団と して、自治体がその地域住民
に対するオピニオン・リーダーとしての役割を為すということではないだろうか。そのよ うに
考えると、自治体が住民の活動や学習志向を左右する側面を有することが明らかであるが、そ
れはまた、国民教化の危険性を苧むことも視野に入れ十分な注意が必要になろう。
表7
学習に関する情報を得やすいのは、次のいずれですか。（複数回答3つまで）
T V新聞・ 折込チラシ くちコミ インター 自治体の 職場の掲示 教育機関の その他
雑誌等 －車内広告 ネット 広報誌 －配布物 刊行物・OM
N 町 49.5% 23. 7% 6.5% 14.0% 51. 6% 20.4% 12. 9% 2.2% N=93 
都市部 73.5% 18.1% 19.4% 41. 3% 27. 7% 20.0% 21.9% 0.6% N=l55 
( 7) 学習をする場合の障壁について
学習をする場合の障壁としてあげられたのは、比率の高い順番に「時間」66.7%、次いで
「費用」 51.6%、「通学のための距離」31.2%、「職場の理解」 29.1%、「育児や介護等家庭事情」
5.4%と続いた。時間を選択した人が66.7%に達しているということは、一面では、仕事や家
庭を優先しなければならない成人の学習の困難さを示していると言えよう。 また、費用につい
ても選択者が過半数を超えており、いたって現実的な問題である。学習をする場合の費用に対
する考え方は表8のよう になった。最も高い値を示したのは、「まとまった学習をするには、あ
る程度の費用負担は避けられない」36.6%、次いで「自治体等の主催による比較的安価な講座
に参加したいJ25. 8%、「家族の中で自分に費用をかけるのはしづらいので、できるだけ安価を
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望む。J12. 9%と続い表8
た。これに対して 「質 学習をする場合の費用について、 どのように考えますか N-93 
の高い学習内容の場合 質の高い学習内容の場合は、相当の額をかけ
は、相当の費用をかけ
てもよい
まとまった学習をするには、ある程度の費用
てもよいjを選択した 負担は避けられない
家族の巾で自分に費用をかけるのはしずらい
のは5.4%であり 、費 ので、 できるだけ安価を望む
用に対する考え方が明 自治体等の主催による比較的安価の講座に参加したい
確に分かれた。これ 雇用政策等の実施による助成を受けたい
は、ある程度は避けら
メロ斗 言十
5名（ 5.4%) 
34名（36.6%)
12名（12.9%) 
24名（25.8%)
3名（ 3.2%) 
男 性 女 性
3名 2名
23名 10名
8名 4名
13名 11名
2名 l名
れないと思うものの、できるだけ費用負担を避けたいと考える人が圧。倒的であることと、 学習
内容の質に強くこだわる人が少ないことを示している ようにも思われる。現状に満足してい
る、あるいは学習の必要は感じていても、そこからはあまり大きな変化を望んでいるわけでは
ないという ことであろうか。「雇用政策等の実施による助成を受けたい」には、3.2%と僅少の
値であった。
費用の自己負担が学習意欲を抑制することを幾分回避するために、 政府は雇用政策のーっと
して、雇用保険を財源に条件付で教育訓練給付制度を設けている。この制度について、「条件が
合えば利用したい」には36.6%、「雇用保険未加入のため利用することができない」には14.0%が
回答している。既に利用した人も2.2%であったが、23.7%は制度の存在を知らなかった（表
9）。N町には存在する支庁のハローワークのN町分室があり、そこでは近隣の3町を管轄して
いる。 ハロー ワー クで出している平成13年度の報告書によれば、12年度中に、通学13名、通信
制19名が当制度を利用 し、助成金として総計298万9千円が支出されている。自由記載欄に
は、条件に該 表9
当しなかった
ためであろう
と考えられる
が、希望した
が助成を受け
ることカfでき
なかったとい
う女性の体験
雇用保険加入者が、公的に認証された教育機関で特定
の職業資格や技能を取得した場合に、一定条件下で最大
8割の助成を受けることが可能な 「教育訓練給付制度」
についてどのように考えますか。 N=93 
既に利用した
条件が合えば利用したい
雇用保険未加入のため利用することができない
利用したいとは恩わない
制度があることを知らなかった
談が記載されていた。
(8) 学習を希望する場合の教育機関の種類
£ロ〉‘ 言十 男 性 女性
2名（ 2.2%) l名 l名
34名（36.6%) 21名 13名
13名（14.0%) 8名 5名
3名（ 3.2%) 3名 O名
22名（23.7%) 14名 7名
学習をする利用教育機関についての捉え方に特徴的な点が表れた。 表10は、N町と昨年度の
都市部を中心とした調査結果を一覧にしたものである。若干異なる項目もあるが、両者におい
ては類似傾向が出ていることに注目 したい。それは、学校教育機関への希望がいずれも総じて
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15；いことであるが、こ 表10
こで選択肢とした教育 学習をする場合は、どのような教育機関を利用したいと考えますか。
（複数回答3つまで） N町 N=93 都市部N=l55
機関は、 N町には高等 高等学校 専門学校 短 大 大 学 大学院
学校以外は存在しない N 町 2.2% 12. 9% 0.0% 10.8% 2.2% 
ため、身近に感じられ
都市部 35.5% 3.9% 22.6% 11.0% 
ないということは否定
できない。だが、自治
自治体と大学 公共の生涯 民間の教育 T Vやインタ等の連携によ
学習施設 機関
ーネッ ト等の 通信教育
る講座 メデ？イア
体と大学等の連携に N 町 38. 7% 54.8% 17.2% 23. 7% 
は、N町では38.7%が
都市部 34.8% 45.8% 28.4% 28.4% 
支持 している。これ
は、高学歴化が進んだ現代において、生涯学習という観点から見てもさらに高い学習を望む4
大志向の高まりを意味していよう。そのことに関して都市部でも34.8%と類似の数値を示し
た。社会人の学習を考えた場合、都市部では、日常の通学ができることから、困難はあっても
仕事をしながら大学等の高等教育機関で学ぶことは不可能ではない。加えて4大の講座を他の
都市部から招く場合、自治体の主導によるものであれば、安心感があるということであろう
か。高等教育機関であっても、専門学校、短大、大学院への選択が少なかったことは、生涯学
習を学ぶ高等教育機関としては専門学校や短大ではなく4大が視野にあるが、大学院はまだ一
般的とは言えるほど普及しているわけではないことを示しているようにも考えられる。この点
からは、N町生涯学習課では、過去に比較的近距離の都市にある国公立大学から講師を招聴
し、子育て支援事業等に関する講座を開講したような、自治体が大学等の高等教育機関を招聴
し町民に学習機会を提供することは、多くの町民の希望に沿うものであると も言えよう。
N町では過半数を超える人々が公共の生涯学習施設を選択した。都市部の45.8%も同様に最
多である。これらの結果は、成人が生涯学習をする場合には、公共の生涯学習施設が取り組み
やすいということを示していると考えられる。その背景には、公のものであることに対する安
心感に併せて安価な費用という側面も大きいのではないか。 N町においては、生涯学習への取
り組みが相当進展しており、住民の学習活動が盛んに行われていることが考えられる。実際
に、N町では、町のスポーツ振興財団に登録をしている団体が、 芸術、スポーツともに前述し
たように非常に多く、これらは任意の集合体であるとは言え、人口から言えば相当な比率であ
る。これは、住民が学習に対して熱意と積極性をもって活動していることを意味する。それら
の活動は、町の公共施設を使用することが多いのであろうが、 日常的に出向き、その場で活動
する住民にとっては、公共施設はなじみ深いものであろう。
(9) 教育機関との距離に関する課題
学習希望者にとって学習を望む教育機関が日常的に通学可能な範囲にあるか否かが、学習に
ついての重要な前提である。特に、高等教育機闘がない郡部における住民の学習を果たす方法
について尋ねた回答が表11である。 「N町が他地域の大学等と連携し、住居の近くあるいは町
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の中央などの通学しや 表1
すい施設で講座を開講 前向で回答された教育機関が日常的に通学可
能な範囲内に存在しない場合には、学習するた
する機会を利用する。」 めにどのような方法をと りたいと考えますか。
が50.5%と過半数に達
（複数回答3つまで） N=93 
したO 次いで 「通信教
遠距離であっても休日を調整して通学する
育、放送大学等自宅に
短期間であれば、休みをとって希望の教育機関
のある地域に移動する
居ながらにして学習す N田Tが他地域の大学等と連携し、 住居の近くあ
る」に41.9%の選択で
るいは中央などの通学しやすい施設で講座を開
催する機会を利用する
あったが、 これらに 通信教育、放送大学等自宅に居ながらにして学
習する
は、通学上の不利益を
その他
負っている地域性が潜
合 男性 女 性
13名
10名 3名(14.0%) 
13名
8名 5名(14. 0%) 
47名
(50.5%) 28名 18名
39名
28名 11名(41. 9%) 
3名
2名 0名( 3.2%) 
在化していると言えよう。既に言及したが、まださほど浸透していない放送大学の活用をはか
ること も重要であるように思われる。また、通信教育の方法もあるが、これは、費用面の負担
が大きいという ことと、学習の成就が困難であるといっ二つの難点がある。 費用面について
は、既に触れた政府の実施する教育訓練給付制度をもっと住民に知らしめ、その申請度を増加
させること も一つの方法であろう。続いて「遠距離であっても休日を調整して通学する」14.0
%、「短期間であれば、休みをとって希望の教育期間のある地域に移動する」14.0%であり、 在
住する町で学習がかなわない場合には、他地域へ移動して学習するという強い意志が表出し
た。
。） N町の住民が受け易い学習機会について
N町の住民が学習をする場合に受け易い状況と学習をする場合のレベルを尋ねた結果が表12
のとおりである。NfFIJに限らず成人が学習をする場合は、仕事との両立が避けられないのであ
り、それが、「平日の夜間J44.1 %、「土曜日・日曜日の開講」24.7%の回答率に反映されている。
町の近郊に在住する人々にとっては、出張講座も学習の好機となるであろう。 ここで着目 した
のは、「大学等の高等教表12
育機関と連携し、特定 N町の住民が受け易い学習機会の提供につ
の題材について何回か いて、どのようなことを望みますか。
（複数回答3つまで） Nニ 93
にわたり継続的に学習 多彩なプログラム
できる1＊制jに女すして 平日の夜間開講
土曜日・日曜日の開講
32.3%が選択をしたこ できるだけ安価な費用
とである。これは、継 託児施設の充実
続的に学習することが
町の中央から離れている住民のために出張講
座の開催
自己にとって実利的で 大学等の高等教育機関と連携し、特定の題材
あるという考えに他な
について何回かにわたり継続的に学習できる
体制
らない。この考え方の その他
メ仁ミ1～ 計 男性 女性
23名（24.7%) 15名 8名
41名（44.1%) 27名 9名
23名（24.7%) 14名 9名
32名（34.4%) 17名 14名
3名（ 3.2%) l名 2名
14名（15.1%) 8名 5名
30名（32.3%) 19名 1 1名
0名（ 0.0%) 0名 O名
裏付けとして次の間へ 表13
の回答がある （表13）。 N町の住民が必要とする学習レベルの提供につい
て、どのようなことを望みますか。
N町の住民が必要とす
る学習レベルに対し
て、「特定の職業領域に
ついて、継続的に学習
することで新しい知識
．技術を更新できるよ
うな講座の開催」、「専
門職につながるような
（複数回答3つまで） N=93 
N町の基幹産業である酪農業に関連の深い講座の関
催
基礎的教育を十分に受けることができなかった人を
対象とする講座の開催
特定の職業領域について、継続的に学習することで
新しい知識 －技術を更新できるような講座の開催
専門職につながるような免許・資格を取得できるよ
うな講座の開催
その他
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止ロ〉 言十 男性 女 性
18名
13名 5名
(19.4%) 
26名
15名 10名
(28.0%) 
49名
26名 23名
(52. 7%) 
49名
34名 15名
(52. 7%) 
5名
3名 1名
( 4.3%) 
免許 ・資格を取得できるような講座の開催」にいずれも過半数の52.7%が選択をした。職業的
な能力向上を目的とするこれらの回答数が多かったことは、今後の学習プログラムの企画の検
討材料として重要になるのではないか。
ここで「基礎的教育を十分に受けることができなかった人を対象とする講座の開催」に28.0
%の回答があったことを慎重に受け止めたい。我が国の高学歴化が進展したのは、戦後の経済
復興の後であり、 したがって中高年以上の年代層には、基礎的な教育を満足に受けられなかっ
た人々も現存する。また、若い世代であっても、引きこもり などの理由で、同様に基礎的教育
を十分に受けていない場合もありうるのである。基礎的教育の必要性を感じている人は、少数
派となった彼らが、現在の社会で職業や日常の生活の中で基礎学力の有無が自らの職業的威信
に深く関わる故に、補習のための学習が必要であることを強く認識しているのであろう。現代
の社会では、成人教育としては高等教育を思い浮かべがちであるが、声に出しにくいことでも
あるため、その内面に基礎的な学習に対する深い願望を含んでいることを生涯学習に携わる者
は見落としてはならない。
N町の基幹産業である酪農業の学習の必要性については19.4%が選択をした。 他の選択肢と
比較をすれば低い値であるが、この回答者の意向を重要視する必要がある。昨今、 Bs E問題
で北海道の酪農業は大きな痛手を被った。 N町においても、酪農業に従事する人々の生活に直
接的にも間接的にも影響があったのではないかと懸念するが、そのような酪農業に厳しい現
下、地域の中で酪農業をいかに捉え、課題を共有していくのかという点について、町民が共に
問いかけることも必要であろうとの願いであるように思えてならない。
リカ レン ト学習に関して自由記載を次に挙げてみる。（ほとんど原文のまま）
・地域の成り立ちゃ歴史について、より深く知り得る講座（を望む）。
・N町では社会教育施設とそれに伴う博物館学芸員等の人数が絶対的に不足している。
－職業的な学習と捉えた場合、通常では60歳前後の定年で終わりとなります。高齢化と言わ
れている現在、それまでの知識や技能、学習したものが離職と同時に社会に還元されなく
なるのはいかがかと思います。町の生涯学習の取組みとしてそこの資源が活用できるシス
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テムができると各地域の活力になると思います。死ぬまで働く 、年金生活者だけの町では
なく 、自営の人の多い町 （農業等含めて）になると、リカレント学習が生涯学習の一部と
してではなく 、リカレント学習＝生涯学習という捉ぇ方になると思います。町で行われて
いる生涯学習は各種ありますが、とかく趣味の生涯学習という側面が強く感じられます。
働くのはお金を稼ぐということですが、そのことを離れて元気に働く、死ぬまで働くとい
うことが生涯学習する人になると思います。高齢者の医療費の低減なども図れると思いま
す。
N 郡部における継続教育の課題
以上のN町の成人を対象と したリカレント学習に関する調査結果から郡部におけるリカレン
ト教育および、継続教育の課題が浮かび上がった。この度の調査では、成人に対するリカ レント
教育および継続教育について、 地域の成人は、 単独の高等教育機関よりも、高等教育機関と自
治体との連携に対する希望が多かった。このようなことからも郡部における成人教育の推進に
は、自治体の役割が大きいのではないかとの結論にいたった。では、 N町のような地方の自治
体は、住民のリカレント学習や継続学習への要望に対してどのよ うな施策をとることができる
のか、必ずしも郡部に特徴的とは言えないが、次の4点にま とめてみた。
1.生涯学習施策の中に職業的な内容の導入
これは、従来の生涯学習の内容が、教養 ・趣味に偏りがちであったことに対する是正の必要
性である。自治体が生涯学習の施策の中に職業的な内容を含みにくいことには、社会教育との
関連付けで歴史的経緯がある。冒頭で述べたように、戦後の社会教育の領域で博物館や図書館
の施設の設置が先行し、青年や成人団体に対する思想善導的な動向があったことが今日の社会
教育への成人の参加率に影響しているのではないかとの見解もある。そこに、従来の地方自治
体が職業的な内容の成人教育を実施しにくい要因の一つがあるというのであれば、現代的な状
況に鑑みてそれを払拭することも重要な着眼点ではないだろうか。
中には、 時が移り景気の回復をみた時にリカレント教育や継続教育は影を潜めるのではない
かとの見方もあるだろう。しかし、ビーター ・ジャーピスが述べる成人の学習の意義付けにつ
いて、人々は持っている力が限られていても、より多くの知識を持てば持つほど何が必要で何
が最良の利益となり、またその獲得の方法を知っているという理念を踏襲すれば、成人の学習
へのモチベーションはいつの世も不滅である。
2.他地域の教育機関との連携における教育機関の種類の多様化
従来は、自治体の連携先は大学が中心であったように見受けられるがら、特定の免許や資格
の取得講座を一定の期間や回数を必要とする場合、その講座の開講に適切な専門学校や他の教
育機関との連携を取り入れてもよいのではないか。手段としては、通信教育と集中講義の組み
合わせなどの方法をとることも考えられる。
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3.地域内の他機関との連携の推進
町内に公的な職業訓練機関のよう なものがある場合、その機関と協力し施設や機械の供与に
おいて相互協力し有効活用する。職業能力開発に伴う直接の管轄は厚生労働省であり、国の機
関と町村では自在にならないというのが実情であろうと推測されるが、もしも、そこに縦割り
行政の閉塞性が認められるのであれば、そこを是正することも必要で、あろう。
4.アウトリーチへの対応
成人教育を考える場合に見過ごしてはならない視点としてアウトリーチの問題がある。アウ
トリー チとは、「特に対象とする住民への働きかけおよび相互作用をつうじて、教育および社会
的なサービスの有効性と活用を増大させることを意図したプロセス。アウト リーチのプログラ
ムは、通常、教育的、社会的に恵まれないグループにねらいを定めている。」 として定義付け
られる九高学歴化が進行し、現在の我が国では高等学校への進学率が98%前後を推移してい
ることに加え、高等教育にも大衆化の現象が表れている。しかし、統計的に膨大する数字の陰
で、初等教育を十分に受けていない中高年者や在日外国人、また、労働現役世代の若年層で
も、引きこも りゃいじめ、高等学校中退等で基礎的教育が不十分な人が決して少なくはないで
あろう。このような、教育機会の有無故の社会的な劣位からの脱却を補うためにアウトリーチ
は機能するであろう。 また、それらの人々に職業的な目的がなくとも、教育を受けることへの
欲求があるのであれば、国民が等しく教育を受ける権利として保障されるべきである。
v リカレント学習・継続学習支援の展望
N町における調査結果の考察から、郡部における成人のリカレント教育および継続教育に
は、自治体の役割が大きいということを結論として得た。
ただし、自治体が職業的なプログラムを組み道筋をつけることには、学習者の自発性を損な
うのではないか、官主導による上からの国民教化につながるのではないか、管轄が異なるので
はないかとの観点から反論が予想される。確かに、生涯学習の重要な点は、ジェルピが主張す
るような自発性であり、働く者が目的にしたがって自ら学習計画を立てることに他ならない。
また、戦前戦後の一時期にわたり社会教育が国民の思想善導的な性格を帯びていた時期があっ
たことは否定できないと思われ、現代においても懸念の向きがあることも十分理解される。更
に、職業能力開発に係る管轄は厚生労働省という制約もあり、課題解決にいたるのはきわめて
困難である。
しかし、 生涯学習を支援する者は、住民の学習欲求が趣味や教養に留まらず職業的な内容に
も到達している実態を直視すべきであり、 N町のような郡部では学習の場や機会の選択肢が小
さく 、都市部とは状況が異なることを認識しなければなるまい。町が住民のニーズを確実にと
らえて住民や住民代表と協議の上、各種の制約を克服しリカレン ト教育および継続教育計画に
関わるならば、住民はそこから自発的に自由に選択し学習を進めていけるはずである。住民の
行動は、町に対する依存ではなく、町の取組みに対する期待であると言えよう。
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そのような町の施策は、激しく変動する今日の労働市場における職業生活の維持という現代
的課題に対処することもさることながら、住民の生活を豊かに保つことにつなげることになる
だろう。自治体による一方通行の供給に終わらせないために、住民の意見を取り込んだ多面的
な計画と実効性を以ってリカレント教育や継続教育を実施することが、 自治体や高等教育機関
等公的機関の役割の一つであると考える。
付記
1.アンケート調査にご協力いただいたN町の皆様方に深謝申しあげる。
2.当研究は平成13年度北海道浅井学園大学生涯学習研究所特別研究と して実施された。
3.本稿は、北海道社会学会第50回大会（平成14年6月、北海道大学）で一部を発表したも
のに対し、大幅に加筆のうえ完成させた。
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